
貸  借  対  照  表

令和 4年 3月31日

（単位  円）
資産の部

科　　　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　減
固定資産 17,205,181,409 17,335,147,173 △ 129,965,764
　　有形固定資産 11,208,863,492 11,542,636,103 △ 333,772,611
   　　 土地 1,017,623,472 1,017,623,472 0
   　　 建物 7,121,123,094 7,523,406,447 △ 402,283,353
  　　  構築物 128,205,295 148,750,378 △ 20,545,083
  　　  教育研究用機器備品 853,355,109 771,265,954 82,089,155
  　　  管理用機器備品 26,710,714 19,908,476 6,802,238
   　　 図書 2,060,727,540 2,060,141,794 585,746
　　　　車両 1,118,268 1,539,582 △ 421,314
　　特定資産 5,829,671,173 5,613,099,899 216,571,274
　　　　第３号基本金引当特定資産 188,383,975 183,607,539 4,776,436
 　　   退職給与引当特定資産 1,260,000,000 1,260,000,000 0
  　　  大学短大施設設備引当特定資産 2,835,633,000 2,639,026,000 196,607,000
   　　 中学部施設設備引当特定資産 120,852,000 104,752,000 16,100,000
   　　 小学部施設設備引当特定資産 192,039,000 202,114,000 △ 10,075,000
   　　 教育施設拡充引当特定資産 4,050,000 4,050,000 0
   　　 新学部・新学科設置引当特定資産 305,713,000 305,713,000 0
　　　　総合発展計画引当特定資産 8,777,000 8,777,000 0
   　　 大学短大後援会研究助成引当特定資産 1,747,165 1,297,165 450,000
　　　　奨学資金引当特定資産 146,832,000 146,832,000 0
　　　　大学短大卒業記念寄付引当特定資産 2,214,260 2,132,800 81,460
　　　　環境整備引当特定資産 700,000,000 700,000,000 0
　　　　平山成信記念基金引当特定資産 3,000,000 3,000,000 0
　　　　ﾏｰｶﾞﾚｯﾄ募金引当特定資産 60,429,773 51,798,395 8,631,378
　　その他の固定資産 166,646,744 179,411,171 △ 12,764,427
　　　　電話加入権 1,822,416 1,822,416 0
　　　　設備利用権 2,620,255 0 2,620,255
　　　　敷金・保証金 130,710 130,710 0
　　　　ソフトウエア 2,731,641 3,615,893 △ 884,252
   　　 長期貸付金 159,341,720 173,842,150 △ 14,500,430
  　　  商標権 2 2 0
流動資産 5,935,485,209 5,335,369,874 600,115,335
   　　 現金預金 5,717,126,409 5,063,864,191 653,262,218
   　　 未収入金 160,008,426 211,586,086 △ 51,577,660
  　　  貯蔵品 1,480,989 1,986,356 △ 505,367
  　　  販売用品 1,108,980 1,385,026 △ 276,046
  　　  短期貸付金 28,045,000 30,485,000 △ 2,440,000
  　　  前払金 26,476,648 24,132,724 2,343,924
   　　 仮払金 0 79,171 △ 79,171
　　　　立替金 1,238,757 1,851,320 △ 612,563
資産の部合計 23,140,666,618 22,670,517,047 470,149,571



（単位  円）
負債の部

科　　　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　減
固定負債 3,890,105,255 4,145,503,975 △ 255,398,720
   　　 長期借入金 1,806,970,000 2,071,480,000 △ 264,510,000
   　　 退職給与引当金 1,964,754,842 1,950,635,598 14,119,244
  　　  長期未払金 118,380,413 123,388,377 △ 5,007,964
流動負債 1,756,639,994 1,905,033,638 △ 148,393,644
   　　 短期借入金 264,510,000 264,510,000 0
   　　 未払金 308,488,999 374,202,283 △ 65,713,284
   　　 前受金 994,295,030 1,075,240,880 △ 80,945,850
   　　 預り金 189,345,965 191,080,475 △ 1,734,510
負債の部合計 5,646,745,249 6,050,537,613 △ 403,792,364
純資産の部

科　　　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　減
基本金 22,318,097,760 21,730,327,484 587,770,276
    　　第１号基本金 21,717,713,785 21,134,719,945 582,993,840
   　　 第３号基本金 188,383,975 183,607,539 4,776,436
   　　 第４号基本金 412,000,000 412,000,000 0
繰越収支差額 △ 4,824,176,391 △ 5,110,348,050 286,171,659
  　　  翌年度繰越収支差額 △ 4,824,176,391 △ 5,110,348,050 286,171,659
純資産の部合計 17,493,921,369 16,619,979,434 873,941,935
負債及び純資産の部合計 23,140,666,618 22,670,517,047 470,149,571



　　（１）引当金の計上基準
　　　　　徴収不能引当金

　　　　　退職給与引当金

　　（２）その他の重要な会計方針
　　　　　①有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　　　　移動平均法による原価法である。
　　　　　②預り金その他経過項目に係る収支の表示方法
　　　　　　　預り金及び仮払金に係る収入と支出は相殺して表示している。

　　　　 第4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

　　（１）有価証券の時価情報
　　　　①総括表 （単位 円）

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額
　　　時価が貸借対照表計上額を超えるもの 972,800,000 1,050,450,835 77,650,835
　　　　（うち満期保有目的の債券） (100,000,000) (100,699,000) (699,000)
　　時価が貸借対照表計上額を超えないもの 3,450,000,000 3,350,053,165 △99,946,835 
　　　　（うち満期保有目的の債券） (1,850,000,000) (1,778,096,000) (△71,904,000)
　　　　　　　　　合計 4,422,800,000 4,400,504,000 △22,296,000 
　　　　（うち満期保有目的の債券） (1,950,000,000) (1,878,795,000) (△71,205,000)

時価のない有価証券 0
有価証券合計 4,422,800,000

　　　　②明細表 （単位 円）

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額
債券 1,950,000,000 1,878,795,000 △71,205,000 
株式 172,800,000 178,560,000 5,760,000
投資信託 2,300,000,000 2,343,149,000 43,149,000
貸付信託 0 0 0

合計 4,422,800,000 4,400,504,000 △22,296,000 
時価のない有価証券 0

有価証券合計 4,422,800,000

                     リース物件の種類 リース料総額 未経過リース料期末残高

                     教育研究用機器備品 81,872,919円 46,843,894円
                     管理用機器備品 699,600円 559,680円
                     教育研究用消耗品 62,736,962円 41,986,100円
　　　　　　　　　　 管理用消耗品 5,315,622円 3,012,178円

   ８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

注記１．重要な会計方針

              積額との繰入調整額を加減した金額の100%を計上している。

              退職金の支給に備えるため、教職員の退職手当規程に基づく期末要支給額

              未収入金及び貸付金の回収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額
              を計上している。

 　２. 重要な会計方針の変更等　　　該当なし

当年度(令和4年3月31日）
　　　　種　　　類　　　　　

　　　　種　　　類　　　　　

            　　会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リースは次のとおりである。

 　　         2,373,454,170円を基に、私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付金の累

   ７．当該会計年度の末日において第4号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　 建物　　　 5,151,733,101円　
   ６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 　　    2,273,973,718円

 　３．減価償却額の累計額の合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13,035,217,473円

   ５．担保に供されている資産の種類及び額は次のとおりである。 　　       土地　　　   585,907,690円
   ４．徴収不能引当金の合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,177,880円

  　（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引
        　　　　平成21年4月1日以降に開始したリース取引のうち、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

当年度（令和4年3月31日）


